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災害等の事故発生時の初動対応

⚫事故発生時においては、人の生命・身体・財産の保護、二次被害の抑止のため、初報の

発信までを可及的速やかに行い、企業の社会的責任を果たす必要がある。

火災、倒壊、有害物質飛散等による生命・身体・財産・その他利益に影響を与える危機発生時
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① 事実（いつ、どこで、何が起きたのか）の把握

② 事案認識経路の確認

③ 事案に関連した問い合わせ、報道の把握 など

1. 発生事象の確認と情報収集

① 被害状況、被害の拡大可能性、収束見込みの確認

② 被害者の救済（避難場所確保、必要物資等提供、家族等への連絡）

③ 事故の制圧、二次被害の抑止（想定される事象の対処） など

2. 安全面の確保/二次被害の防止

① 対策本部の立ち上げ（責任者の任命・事務局の設置・専門家起用）

② 情報集約、エスカレーションルートの確定

③ ロジスティクス管理（リソースの確保・インフラの整備） など

3. 有事対応体制の構築

① 被害者・被害者家族のケア

② 事業への影響度の把握および取引先との連携

③ その他ステークホルダーの特定および対応方針の策定

④ 問い合わせ対応体制の構築（コールセンター設置など）

⑤ 対策本部への情報集約開始および個別発生事象への対応 など

5. 被害者・取引先等のステークホルダー対応

① 通常業務の継続可否判断（社内情報共有含む）

② 事実認定および原因調査方針の検討

③ 情報発信方法の決定（個別連絡／プレス／会見／HP掲載等） など

4. 有事対応方針検討
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事故対応事例
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対策本部の設置決議

記者会見の実施決議

復旧対応

外部専門家への相談
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ステークホルダー対応

会見の準備

会見対応

記者会見の

開催

Day3

アプローチ開始

Day1

Day2

危険物を取り扱う工場で火災が発生し、作業員に死傷者が出たことに加え、有害物質が河

川に流入したことから、工場下流域に住む住民から健康への影響を懸念する声が上がった。

事案の詳細、それに対する社内の対応状況、外部の認識状況を把握することが望まれる

人の生命・身体・財産・その他利益の損害を最小限に抑える施策を取らなければならない

危機時には平時とは異なる指示命令体系をもって課題に臨む必要がある

外部リソースの活用が危機収束の近道である

ステークホルダーに対し、真摯かつ一貫した対応を実行する

対応時のポイント

TEL ：0120-123-281 (平日9:00-17:00受付）

Mail：dt_emergency@tohmatsu.co.jp危機管理センター
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